特定施設入居者生活介護の指定に関する
事業者の選定及び事前協議に係る取扱要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、介護保険法第７０条第１項の規定に基づく特定施設入居者生活介護の指定を受けようとする事業者の選定及び事前協議に関し必要な手続を定める。
（方針）
第２条　特定施設入居者生活介護の指定に当たっては、保険者である市町又は広域連合（以下「市町等」という。）が特定施設入居者生活介護の指定を受けようとする事業者（以下単に「事業者」という。）を選定し、県は当該事業者の計画が設備基準、人員基準等に適合するかどうかを事前協議により確認するものとする。
（対象施設）
第３条　この要綱に定める手続により事業者の選定及び事前協議を行う対象施設は、介護保険法第８条第１１項に規定する特定施設のうち、有料老人ホーム及び軽費老人ホームとする。
（具体的手続）
第４条　対象施設の設置者（設置予定者を含む。）のうち、特定施設入居者生活介護の指定を受けようとするもの（以下「指定希望者」という。）は、以下の手続により市町等の事業者の選定を受け、県に事前協議を行うものとする。
（1） 市町等の事業者の選定
指定希望者は、市町等に対し、市町等が定める期間内に「特定施設入居者生活介護事業者選定・事前協議書」（様式１）及びその他必要な書類（以下「協議書等」という。）を提出し、市町等の事業者の選定を受けるものとする。市町等は、指定希望者から提出された協議書等に基づき、公正な手続（参考例）により、事業者の選定を行うものとし、その選定の結果を指定希望者に対し文書（様式任意）で通知するものとする。
（2） 県への事前協議
指定希望者は、前号の規定による通知の写しを添えて、特定施設入居者生活介護の指定を受けようとする対象施設（設置予定のものを含む。）の所在地を管轄する県保健所又は県福祉事務所宛て協議書等（市町等へ提出した書類と同じものであること。）を２部提出するものとする。県保健所又は県福祉事務所は、指定希望者から提出された協議書等を確認の上、そのうちの１部を県長寿介護課宛て送付するものとする。
県への事前協議にあたり追加資料等の提出が生じた場合には、県保健所又は県福祉事務所へ２部提出するとともに市町等へも提出するものとする。

（3） 事前協議済みの通知
県は、前号の規定により指定希望者から協議書等が提出されたときは、第１号の規定による選定の結果を踏まえつつ、協議書等に基づく計画が設備基準、人員基準等に適合するかどうかを確認する。県は、当該計画が設備基準、人員基準等に適合すると認めるときは、事前協議済みであることの認定を行い、指定希望者に対し「特定施設入居者生活介護事前協議済書」（様式２）を交付するとともに、その旨を県保健所又は県福祉事務所及び市町等に通知するものとする。
（事前協議済みであることの認定の取消し）
第５条　有料老人ホームの設置予定者が、三重県有料老人ホーム設置運営指導要綱（この項において「指導要綱」という。）に定める事前協議を終了することなく有料老人ホームの建設工事を開始した場合その他指導要綱に定める手続を怠った場合には、県は、前条第３号の認定を取り消すことができる。

２　前項に定めるもののほか、指定希望者について、法令違反その他前条第３号の認定を取り消すことが適当であると認められる事由があるときは、県は、同号の認定を取り消すことができる。
３　県は、前２項の規定により前条第３号の認定を取り消したときは、その旨を指定希望者並びに県保健所又は県福祉事務所及び市町等に通知するものとする。
（指定の申請）

第６条　指定希望者は、第４条第３号の「特定施設入居者生活介護事前協議済書」の写しを添付して、県に特定施設入居者生活介護の指定の申請を行う。

　附則
（施行期日）
第１条　この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。
附則
（施行期日）
第１条　この要綱は、平成２１年９月１日から適用する。
附則
（施行期日）
第１条　この要綱は、平成２６年７月１日から適用する。
　附則

（施行期日等）

第１条　この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、同日から適用する。

（県保健所又は県福祉事務所に提出すべき協議書等の特例）

第２条　平成３１年４月１日前に指定希望者が市町等に対し協議書等を提出したものについては、改正後の第４条第２号の規定にかかわらず、県保健所又は県福祉事務所に提出すべき協議書等のうち「特定施設入居者生活介護事業者選定・事前協議書」は、改正後の様式１によるものとする。
　附則

（施行期日）

第１条　この要綱は、令和３年４月１日から施行し、同日から適用する。

（経過措置）

第２条　この要綱の施行の日前に改正前の特定施設入居者生活介護の指定に関する事業者の選定及び事前協議に係る取扱要綱に規定する様式により作成されている用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
　附則

（施行期日）

第１条　この要綱は、令和３年１１月１日から施行し、同日から適用する。

（経過措置）

第２条　この要綱の施行の日前に改正前の特定施設入居者生活介護の指定に関する事業者の選定及び事前協議に係る取扱要綱に規定する様式により作成されている用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。
